
瀬戸市告示第１３４号 

瀬戸市議会９月定例会を次のとおり招集する。  

令和２年８月２１日 

瀬戸市長  伊 藤 保 德 

１ 日  時  令和２年９月１日 午前１０時  

２ 場  所  瀬戸市議会議事堂  
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議 案 一 覧 表 

第６８号議案  地方税法の改正に伴う関係条例の整理に関す  

る条例の制定について  ··························· １ 

第６９号議案  瀬戸市人事行政の運営等の状況の公表に関す  

る条例の一部改正について  ······················· ８ 

第７０号議案  瀬戸市職員の給与に関する条例の一部改正に  

ついて  ······································· １０ 

第７１号議案  瀬戸市市税条例の一部改正について  ············· １２ 

第７２号議案  瀬戸市老人憩いの家の設置及び管理に関する  

条例の廃止について  ··························· １４ 

第７３号議案  瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関  

する基準を定める条例の一部改正について  ······· １５ 

第７４号議案  瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保  

育事業の運営に関する基準を定める条例の一  

部改正について  ······························· １８ 

第７５号議案  東山小学校大規模改修（建築）工事請負契約  

の変更について  ······························· ２０ 

第７６号議案  瀬戸市ホテル等の建築の規制に関する条例の  

一部改正について  ····························· ２１ 

第７７号議案  幡中南菱野線外１路線道路改良工事請負契約  

の変更について  ······························· ２３ 

第７８号議案  瀬戸市道路占用料条例の一部改正について  ······· ２４ 

第７９号議案  市道路線の認定について  ······················· ２７ 

第８０号議案  市道路線の変更について  ······················· ３０ 

第８１号議案  瀬戸都市計画下水道事業受益者負担金条例の  



一部改正について  ····························· ３３ 

第８２号議案  令和２年度瀬戸市一般会計補正予算（第８号）  ··· 別冊 

第８３号議案  令和２年度瀬戸市一般会計補正予算（第９号）  ··· 別冊 

第８４号議案  令和２年度瀬戸市国民健康保険事業特別会計  

補正予算（第２号）  ··························· 別冊 

第８５号議案  令和２年度瀬戸市介護保険事業特別会計補正  

予算（第２号）  ······························· 別冊 

第８６号議案  令和２年度瀬戸市後期高齢者医療特別会計補  

正予算（第１号）  ····························· 別冊 

第８７号議案  令和２年度瀬戸市水道事業会計補正予算（第  

１号）  ······································· 別冊 

認 定 第 １ 号  令和元年度瀬戸市一般会計歳入歳出決算の認  

定について  ··································· 別冊 

認 定 第 ２ 号  令和元年度瀬戸市国民健康保険事業特別会計  

歳入歳出決算の認定について  ··················· 別冊 

認 定 第 ３ 号  令和元年度瀬戸市下水道事業特別会計歳入歳  

出決算の認定について  ························· 別冊 

認 定 第 ４ 号  令和元年度瀬戸市春雨墓苑事業特別会計歳入  

歳出決算の認定について  ······················· 別冊 

認 定 第 ５ 号  令和元年度瀬戸市介護保険事業特別会計歳入  

歳出決算の認定について  ······················· 別冊 

認 定 第 ６ 号  令和元年度瀬戸市後期高齢者医療特別会計歳  

入歳出決算の認定について  ····················· 別冊 

認 定 第 ７ 号  令和元年度瀬戸市水道事業会計利益の処分及  

び決算の認定について  ························· 別冊 



同意第１４号  瀬戸市教育委員会委員の任命について  ··········· 別途 

同意第１５号  瀬戸市教育委員会委員の任命について  ··········· 別途 

報告第１０号  令和元年度瀬戸市健全化判断比率の報告につ  

いて ········································· 別紙 

報告第１１号  令和元年度瀬戸市公営企業会計資金不足比率  

の報告について  ······························· 別紙 

報告第１２号  令和元年度瀬戸市水道事業会計継続費の精算  

について  ····································· 別紙 

報告第１３号  専決処分の報告について  ······················· 別紙 

提 出  令和元年度瀬戸市土地開発公社の経営状況を  

説明する書類の提出について  ··················· 別冊 

提 出  令和元年度公益財団法人瀬戸市開発公社の経  

営状況を説明する書類の提出について  ··········· 別冊 

提 出  令和元年度瀬戸まちづくり株式会社の経営状  

況を説明する書類の提出について  ··············· 別冊 

提 出  令和元年度公益財団法人瀬戸市文化振興財団 

の経営状況を説明する書類の提出について  ······· 別冊 
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２年市長提出第６８号議案  

地方税法の改正に伴う関係条例の整理に関する条例の制定について  

地方税法の改正に伴う関係条例の整理に関する条例を次のように定める

ものとする。  

令和２年９月１日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德 

地方税法の改正に伴う関係条例の整理に関する条例  

（瀬戸市債権管理条例の一部改正）  

第１条 瀬戸市債権管理条例（令和元年瀬戸市条例第２６号）の一部を次

のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（延滞金の割合の特例） （延滞金の割合の特例） 

６ 当分の間、第８条第１項に規定する延滞金の

年１４．６パーセントの割合及び年７．３パー

セントの割合は、同項の規定にかかわらず、各

年の延滞金特例基準割合（平均貸付割合（租税

特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３

条第２項に規定する平均貸付割合をいう。）に

年１パーセントの割合を加算した割合をいう。

以下同じ。）が年７．３パーセントの割合に満

たない場合には、その年中においては、年１４ 

．６パーセントの割合にあってはその年におけ

る延滞金特例基準割合に年７．３パーセントの

割合を加算した割合とし、年７．３パーセント

の割合にあっては当該延滞金特例基準割合に年

１パーセントの割合を加算した割合（当該加算

６ 当分の間、第８条第１項に規定する延滞金の

年１４．６パーセントの割合及び年７．３パー

セントの割合は、同項の規定にかかわらず、各

年の特例基準割合（当該年の前年に租税特別措

置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２

項の規定により告示された割合に年１パーセン

トの割合を加算した割合をいう。以下同じ。）

が年７．３パーセントの割合に満たない場合に

は、その年（以下「特例基準割合適用年」とい

う。）中においては、年１４．６パーセントの

割合にあっては当該特例基準割合適用年におけ

る特例基準割合に年７．３パーセントの割合を

加算した割合とし、年７．３パーセントの割合

にあっては当該特例基準割合に年１パーセント
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した割合が年７．３パーセントの割合を超える

場合には、年７．３パーセントの割合）とする 

。 

の割合を加算した割合（当該加算した割合が年

７．３パーセントの割合を超える場合には、年

７．３パーセントの割合）とする。 

  （瀬戸市道路占用料条例の一部改正に係る延滞

金の割合の特例） 

 ９ 当分の間、この条例による改正後の瀬戸市道

路占用料条例第８条第１項に規定する延滞金の

年１４．５パーセントの割合及び年７．２５パ

ーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、

各年の特例基準割合が年７．２５パーセントの

割合に満たない場合には、特例基準割合適用年

中においては、年１４．５パーセントの割合に

あっては当該特例基準割合適用年における特例

基準割合に年７．２５パーセントの割合を加算

した割合とし、年７．２５パーセントの割合に

あっては当該特例基準割合に年１パーセントの

割合を加算した割合（当該加算した割合が年７ 

．２５パーセントの割合を超える場合には、年

７．２５パーセントの割合）とする。 

 （瀬戸市公共用物の管理に関する条例の一部改

正） 

 （瀬戸市公共用物の管理に関する条例の一部改

正） 

９ ＜省略＞ １０ ＜省略＞ 

 （瀬戸市河川管理条例の一部改正）  （瀬戸市河川管理条例の一部改正） 

１０ ＜省略＞ １１ ＜省略＞ 

  （瀬戸市河川管理条例の一部改正に係る延滞金

の割合の特例） 

 １２ 当分の間、この条例による改正後の瀬戸市

河川管理条例第９条第１項に規定する延滞金の

年１４．５パーセントの割合及び年７．２５パ

ーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、

各年の特例基準割合が年７．２５パーセントの

割合に満たない場合には、特例基準割合適用年

中においては、年１４．５パーセントの割合に

あっては当該特例基準割合適用年における特例
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基準割合に年７．２５パーセントの割合を加算

した割合とし、年７．２５パーセントの割合に

あっては当該特例基準割合に年１パーセントの

割合を加算した割合（当該加算した割合が年７ 

．２５パーセントの割合を超える場合には、年

７．２５パーセントの割合）とする。 
  

 （瀬戸市後期高齢者医療に関する条例の一部改正）  

第２条 瀬戸市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年瀬戸市条例第１

３号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（延滞金の割合の特例） （延滞金の割合の特例） 

第３条 当分の間、第５条第１項に規定する延滞

金の年１４．６パーセントの割合及び年７．３

パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず 

、各年の延滞金特例基準割合（平均貸付割合（ 

租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第

９３条第２項に規定する平均貸付割合をいう。 

）に年１パーセントの割合を加算した割合をい

う。以下この条において同じ。）が年７．３パ

ーセントの割合に満たない場合には、その年中

においては、年１４．６パーセントの割合にあ

ってはその年における延滞金特例基準割合に年

７．３パーセントの割合を加算した割合とし、

年７．３パーセントの割合にあっては当該延滞

金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算

した割合（当該加算した割合が年７．３パーセ

ントの割合を超える場合には、年７．３パーセ

ントの割合）とする。 

第３条 当分の間、第５条第１項に規定する延滞

金の年１４．６パーセントの割合及び年７．３

パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず 

、各年の特例基準割合（当該年の前年に租税特

別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条

第２項の規定により告示された割合に年１パー

セントの割合を加算した割合をいう。以下この

条において同じ。）が年７．３パーセントの割

合に満たない場合には、その年（以下この条に

おいて「特例基準割合適用年」という。）中に

おいては、年１４．６パーセントの割合にあっ

ては当該特例基準割合適用年における特例基準

割合に年７．３パーセントの割合を加算した割

合とし、年７．３パーセントの割合にあっては

当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加

算した割合（当該加算した割合が年７．３パー

セントの割合を超える場合には、年７．３パー

セントの割合）とする。 
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 （瀬戸市国民健康保険条例の一部改正）  

第３条 瀬戸市国民健康保険条例（昭和３６年瀬戸市条例第１号）の一部

を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（延滞金の割合の特例） （延滞金の割合の特例） 

第４条 当分の間、第１９条第１項に規定する延

滞金の年１４．６パーセントの割合及び年７．

３パーセントの割合は、同項の規定にかかわら

ず、各年の延滞金特例基準割合（平均貸付割合

（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）

第９３条第２項に規定する平均貸付割合をいう 

。）に年１パーセントの割合を加算した割合を

いう。以下この条において同じ。）が年７．３

パーセントの割合に満たない場合には、その年

中においては、年１４．６パーセントの割合に

あってはその年における延滞金特例基準割合に

年７．３パーセントの割合を加算した割合とし 

、年７．３パーセントの割合にあっては当該延

滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加

算した割合（当該加算した割合が年７．３パー

セントの割合を超える場合には、年７．３パー

セントの割合）とする。 

第４条 当分の間、第１９条第１項に規定する延

滞金の年１４．６パーセントの割合及び年７．

３パーセントの割合は、同項の規定にかかわら

ず、各年の特例基準割合（当該年の前年に租税

特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３

条第２項の規定により告示された割合に年１パ

ーセントの割合を加算した割合をいう。以下こ

の条において同じ。）が年７．３パーセントの

割合に満たない場合には、その年（以下この条

において「特例基準割合適用年」という。）中

においては、年１４．６パーセントの割合にあ

っては当該特例基準割合適用年における特例基

準割合に年７．３パーセントの割合を加算した

割合とし、年７．３パーセントの割合にあって

は当該特例基準割合に年１パーセントの割合を

加算した割合（当該加算した割合が年７．３パ

ーセントの割合を超える場合には、年７．３パ

ーセントの割合）とする。 
  

 （瀬戸市介護保険条例の一部改正）  

第４条 瀬戸市介護保険条例（平成１２年瀬戸市条例第１６号）の一部を

次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下
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線で示すように改正する。

改正後 改正前 

   附 則    附 則 

（延滞金の割合の特例） （延滞金の割合の特例） 

第６条 当分の間、第９条に規定する延滞金の年

１４．６パーセントの割合及び年７．３パーセ

ントの割合は、同条の規定にかかわらず、各年

の延滞金特例基準割合（平均貸付割合（租税特

別措置法第９３条第２項に規定する平均貸付割

合をいう。）に年１パーセントの割合を加算し

た割合をいう。以下この条において同じ。）が

年７．３パーセントの割合に満たない場合には 

、その年中においては、年１４．６パーセント

の割合にあってはその年における延滞金特例基

準割合に年７．３パーセントの割合を加算した

割合とし、年７．３パーセントの割合にあって

は当該延滞金特例基準割合に年１パーセントの

割合を加算した割合（当該加算した割合が年７ 

．３パーセントの割合を超える場合には、年７ 

．３パーセントの割合）とする。 

第６条 当分の間、第９条に規定する延滞金の年

１４．６パーセントの割合及び年７．３パーセ

ントの割合は、同条の規定にかかわらず、各年

の特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置

法第９３条第２項の規定により告示された割合

に年１パーセントの割合を加算した割合をいう 

。以下この条において同じ。）が年７．３パー

セントの割合に満たない場合には、その年（以

下この条において「特例基準割合適用年」とい

う。）中においては、年１４．６パーセントの

割合にあっては当該特例基準割合適用年におけ

る特例基準割合に年７．３パーセントの割合を

加算した割合とし、年７．３パーセントの割合

にあっては当該特例基準割合に年１パーセント

の割合を加算した割合（当該加算した割合が年

７．３パーセントの割合を超える場合には、年

７．３パーセントの割合）とする。 
  

 （瀬戸市河川管理条例の一部改正）  

第５条 瀬戸市河川管理条例（平成１２年瀬戸市条例第１８号）の一部を

次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

   附 則    附 則 

３ ＜省略＞ ３ ＜省略＞ 

（延滞金の割合の特例）  

４ 当分の間、第９条第１項に規定する延滞金の  



６ 

 

年１４．５パーセントの割合及び年７．２５パ

ーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、

各年の延滞金特例基準割合（平均貸付割合（租

税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９

３条第２項に規定する平均貸付割合をいう。）

に年１パーセントの割合を加算した割合をいう 

。以下同じ。）が年７．２５パーセントの割合

に満たない場合には、その年中においては、年

１４．５パーセントの割合にあってはその年に

おける延滞金特例基準割合に年７．２５パーセ

ントの割合を加算した割合とし、年７．２５パ

ーセントの割合にあっては当該延滞金特例基準

割合に年１パーセントの割合を加算した割合（ 

当該加算した割合が年７．２５パーセントの割

合を超える場合には、年７．２５パーセントの

割合）とする。 
  

附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例による改正後の瀬戸市債権管理条例附則第６項、瀬戸市後期

高齢者医療に関する条例附則第３条、瀬戸市国民健康保険条例附則第４

条、瀬戸市介護保険条例附則第６条及び瀬戸市河川管理条例附則第４項

の規定は、この条例の施行の日以後の期間に対応する延滞金について適

用し、同日前の期間に対応する延滞金については、なお従前の例による。  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の一部

改正に伴い、瀬戸市債権管理条例、瀬戸市後期高齢者医療に関する条例、



７ 

 

瀬戸市国民健康保険条例、瀬戸市介護保険条例及び瀬戸市河川管理条例中

所要の事項を整理するため必要があるからである。  



８ 

 

２年市長提出第６９号議案  

瀬戸市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正につ  

いて 

瀬戸市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定めるものとする。  

令和２年９月１日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德 

   瀬戸市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部を改正す

る条例  

 瀬戸市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年瀬戸市

条例第１号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

（報告事項） （報告事項） 

第３条 前条の規定により人事行政の運営の状況

に関し任命権者が報告しなければならない事項

は、職員（臨時的に任用された職員及び非常勤

職員（地方公務員法第２２条の２第１項第２号

に掲げる職員及び同法第２８条の５第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員を除く。）

を除く。以下同じ。）に係る次に掲げる事項と

する。 

第３条 前条の規定により人事行政の運営の状況

に関し任命権者が報告しなければならない事項

は、職員（臨時的に任用された職員及び非常勤

職員（地方公務員法第２８条の５第１項に規定

する短時間勤務の職を占める職員を除く。）を

除く。以下同じ。）に係る次に掲げる事項とす

る。 

⑴から⑾まで ＜省略＞ ⑴から⑾まで ＜省略＞ 

  

附 則

 この条例は、公布の日から施行する。  

 



９ 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）の

一部改正に伴い、瀬戸市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例中所

要の事項を改正するため必要があるからである。  

 



１０ 

 

２年市長提出第７０号議案  

瀬戸市職員の給与に関する条例の一部改正について  

瀬戸市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように定め

るものとする。  

令和２年９月１日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

   瀬戸市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例  

 瀬戸市職員の給与に関する条例（昭和３６年瀬戸市条例第４号）の一部  

を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

   附 則    附 則 

１８ ＜省略＞ １８ ＜省略＞ 

（新型コロナウイルス感染症により生じた事態

に対処するための職員の感染症防疫手当の特

例） 

 

１９ 別表第３感染症防疫手当の項に規定するも

ののほか、職員が、市長が定める場所におい

て、新型コロナウイルス感染症を指定感染症と

して定める等の政令（令和２年政令第１１号）

第１条に規定する新型コロナウイルス感染症

（以下「新型コロナウイルス感染症」とい

う。）から市民等の生命及び健康を保護するた

めに緊急に行われた措置に係る作業であって、

市長が定めるものに従事した場合は、感染症防

疫手当を支給する。この場合において、別表第

３感染症防疫手当の項の規定は、適用しない。 

 

２０ 前項に規定する手当の額は、次に掲げる額  



１１ 

 

とする。 

 ⑴ 次号に掲げる作業以外の作業 作業１日に

つき３，０００円 

 

 ⑵ 新型コロナウイルス感染症の患者若しくは

その疑いのある者の身体に接触して又はこれ

らの者に長時間にわたり接して行う作業その

他市長がこれに準ずると認める作業 作業１

日につき４，０００円 

 

  

附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の瀬戸市職員

の給与に関する条例の規定は、令和２年２月１日から適用する。  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、職員が、新型コロナウイルス感染症により生じ

た事態に対処するための作業に従事した場合に、当該作業による感染のリ

スクを考慮し、感染症防疫手当に関する特例を定めるに当たり、瀬戸市職

員の給与に関する条例中所要の事項を改正するため必要があるからである。  

 



１２ 

 

２年市長提出第７１号議案     

瀬戸市市税条例の一部改正について  

瀬戸市市税条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。  

令和２年９月１日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德 

瀬戸市市税条例の一部を改正する条例  

瀬戸市市税条例（昭和４０年瀬戸市条例第６号）の一部を次のように改

正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

  附 則   附 則 

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入

金等特別税額控除の特例） 

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入

金等特別税額控除の特例） 

第２３条の４ ＜省略＞ 第２３条の４ ＜省略＞ 

（法附則第６０条第３項に規定する条例で定め

る放棄） 

 

第２３条の５ 法附則第６０条第３項に規定する

条例で定める放棄は、新型コロナウイルス感染

症等の影響に対応するための国税関係法律の臨

時特例に関する法律（令和２年法律第２５号）

第５条第１項に規定する入場料金等払戻請求権

の全部又は一部の放棄とする。 

 

附 則 

 この条例は、令和３年１月１日から施行する。  

  

（理 由） 

この案を提出するのは、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の一部



１３ 

 

改正に伴い、瀬戸市市税条例中所要の事項を改正するため必要があるから

である。  



１４ 

 

２年市長提出第７２号議案  

瀬戸市老人憩いの家の設置及び管理に関する条例の廃止について  

瀬戸市老人憩いの家の設置及び管理に関する条例を廃止する条例を次の

ように定めるものとする。 

令和２年９月１日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市老人憩いの家の設置及び管理に関する条例を廃止する条例  

 瀬戸市老人憩いの家の設置及び管理に関する条例（昭和４９年瀬戸市条

例第１２号）は、廃止する。  

   附  則 

（施行期日）  

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例の施行の際現に利用の許可を受けた者に係る廃止前の瀬戸市

老人憩いの家の設置及び管理に関する条例第１０条第２項に規定する使

用料の徴収及び同条第３項ただし書に規定する使用料の還付に関しては、

同条第２項及び第３項の規定は、この条例の施行後も、なおその効力を

有する。  

 

 （理 由） 

 この案を提出するのは、瀬戸市老人憩いの家を廃止するため必要がある

からである。  



１５ 

 

２年市長提出第７３号議案  

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例  

の一部改正について  

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例を次のように定めるものとする。  

令和２年９月１日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例  

の一部を改正する条例  

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２６年瀬戸市条例第２４号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

   附 則    附 則 

（小規模保育事業Ｃ型の利用定員に関する経過

措置） 

（小規模保育事業Ｃ型の利用定員に関する経過

措置） 

第５条 ＜省略＞ 第５条 ＜省略＞ 

（小規模保育事業所Ａ型及び保育所型事業所内

保育事業所の職員配置に係る特例） 

 

第６条 当分の間、第２９条第２項各号又は第４

４条第２項各号に定める数の合計数が１とな

るときは、第２９条第２項又は第４４条第２

項に規定する保育士の数は１人以上とするこ

とができる。ただし、配置される保育士の数

が１人となる時は、当該保育士に加えて、保

育士と同等の知識及び経験を有すると市長が

認める者を置かなければならない。 

 



１６ 

 

第７条 当分の間、第２９条第２項又は第４４条

第２項に規定する保育士の数の算定について

は、幼稚園教諭若しくは小学校教諭又は養護

教諭の普通免許状（教育職員免許法（昭和２

４年法律第１４７号）第４条第２項に規定す

る普通免許状をいう。）を有する者を、保育

士とみなすことができる。 

 

第８条 当分の間、１日につき８時間を超えて開

所する小規模保育事業所Ａ型又は保育所型事

業所内保育事業所（以下この条において「小

規模保育事業所Ａ型等」という。）におい

て、開所時間を通じて必要となる保育士の総

数が当該小規模保育事業所Ａ型等に係る利用

定員の総数に応じて置かなければならない保

育士の数を超えるときは、第２９条第２項又

は第４４条第２項に規定する保育士の数の算

定については、保育士と同等の知識及び経験

を有すると市長が認める者を、開所時間を通

じて必要となる保育士の総数から利用定員の

総数に応じて置かなければならない保育士の

数を差し引いて得た数の範囲で、保育士とみ

なすことができる。 

 

第９条 前２条の規定を適用するときは、保育士

（法第１８条の１８第１項の登録を受けた者を

いい、第２９条第３項若しくは第４４条第３項

又は前２条の規定により保育士とみなされる者

を除く。）を、保育士の数（前２条の規定の適

用がないとした場合の第２９条第２項又は第４

４条第２項により算定されるものをいう。）の

３分の２以上、置かなければならない。 

 

  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  

 



１７ 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

（平成２６年厚生労働省令第６１号）に準じて、瀬戸市家庭的保育事業等

の設備及び運営に関する基準を定める条例中所要の事項を改正するため必

要があるからである。  

 



１８ 

 

２年市長提出第７４号議案  

瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する  

基準を定める条例の一部改正について  

瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。  

令和２年９月１日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する  

基準を定める条例の一部を改正する条例  

瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例（平成２６年瀬戸市条例第２５号）の一部を次のように改正

する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

⑴から(22)まで ＜省略＞ ⑴から(22)まで ＜省略＞ 

(23) 特定地域型保育事業 法第４３条第２項に

規定する特定地域型保育事業をいう。 

(23) 特定地域型保育事業 法第４３条第３項に

規定する特定地域型保育事業をいう。 

(24)から( 2 9 )まで ＜省略＞ (24)から( 2 9 )まで ＜省略＞ 
  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  

 

（理 由） 



１９ 

 

この案を提出するのは、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５

号）の一部改正に伴い、瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事

業の運営に関する基準を定める条例中所要の事項を改正するため必要があ

るからである。  

 

 



２０  

 

２年市長提出第７５号議案 

   東山小学校大規模改修（建築）工事請負契約の変更について  

令和元年７月５日議会の議決を経て締結した東山小学校大規模改修（建

築）工事請負契約の一部を次のとおり変更するものとする。  

  令和２年９月１日提出 

瀬戸市長  伊 藤 保 德 

１ 契約金額    

変更前  ２０１，６１１，３００円  

変更後  ２１０，２０６，７００円  

２ 工  期 

   変更前   令和元年７月８日から令和３年１月５日まで  

   変更後   令和元年７月８日から令和３年２月２２日まで  

 

 （理 由） 

 この案を提出するのは、東山小学校大規模改修（建築）工事請負契約の

金額の変更に伴い、変更契約を締結するに当たり、議会の議決に付すべき  

契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和５２年瀬戸市条例第１号  

）第２条の規定により、議会の議決を求めるため必要があるからである。  

 

 



２１ 

 

２年市長提出第７６号議案  

   瀬戸市ホテル等の建築の規制に関する条例の一部改正について  

 瀬戸市ホテル等の建築の規制に関する条例の一部を改正する条例を次の

ように定めるものとする。  

  令和２年９月１日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市ホテル等の建築の規制に関する条例の一部を改正する条例  

瀬戸市ホテル等の建築の規制に関する条例（平成４年瀬戸市条例第１５

号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

 ⑴から⑷まで ＜省略＞  ⑴から⑷まで ＜省略＞ 

 ⑸ 市街化調整区域 都市計画法（昭和４３年

法律第１００号）第７条第３項に規定する市

街化調整区域をいう。 

 ⑸ 市街化調整区域 都市計画法（昭和４３年

法律第１００号）第７条に規定する市街化調

整区域をいう。 

 ⑹及び⑺ ＜省略＞  ⑹及び⑺ ＜省略＞ 

 ⑻ 風俗関連ホテル ホテル等のうち、風俗営

業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

（昭和２３年法律第１２２号）第２条第６項

第４号に規定する営業の用途に供する建築物

又はこれに類する建築物で、次のいずれかに

該当するものをいう。 

 ⑻ 風俗関連ホテル ホテル等のうち、風俗営

業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

（昭和２３年法律第１２２号）第２条第４項

第３号に規定する営業の用途に供する建築物

又はこれに類する建築物で、次のいずれかに

該当するものをいう。 

アからカまで ＜省略＞ アからカまで ＜省略＞ 
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   附  則 

 この条例は、公布の日から施行する。  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律（昭和２３年法律第１２２号）の一部改正等に伴い、瀬戸市ホテル等

の建築の規制に関する条例中所要の事項を改正するため必要があるからで

ある。  
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２年市長提出第７７号議案 

   幡中南菱野線外１路線道路改良工事請負契約の変更について  

令和２年５月１２日議会の議決を経て締結した幡中南菱野線外１路線道

路改良工事請負契約の一部を次のとおり変更するものとする。  

  令和２年９月１日提出 

瀬戸市長  伊 藤 保 德 

契約金額    

変更前  １５７，８５０，０００円 

変更後  １７９，５９８，１００円 

 

 （理 由） 

 この案を提出するのは、幡中南菱野線外１路線道路改良工事請負契約の

金額の変更に伴い、変更契約を締結するに当たり、議会の議決に付すべき  

契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和５２年瀬戸市条例第１号  

）第２条の規定により、議会の議決を求めるため必要があるからである。  
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２年市長提出第７８号議案  

瀬戸市道路占用料条例の一部改正について  

瀬戸市道路占用料条例の一部を改正する条例を次のように定めるものと

する。  

令和２年９月１日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市道路占用料条例の一部を改正する条例  

 瀬戸市道路占用料条例（昭和４８年瀬戸市条例第１９号）の一部を次の

ように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

 （占用料の減免）  （占用料の減免） 

第７条 市長は、占用物件が次の各号のいずれか

に該当するときは、占用料を減免することがで

きる。 

第７条 市長は、占用物件が次の各号のいずれか

に該当するときは、占用料を減免することがで

きる。 

 ⑴及び⑵ ＜省略＞  ⑴及び⑵ ＜省略＞ 

 ⑶ 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）

第２条第１項第１７号に規定する電気事業者

又は電気通信事業法（昭和５９年法律第８６

号）第１２０条第１項に規定する認定電気通

信事業者が設ける架空の電線又は電話線及び

各戸引込地下埋設管 

 ⑶ 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）

第２条第１項第１０号に規定する電気事業者

（同項第８号に規定する特定規模電気事業者

を除く。）又は電気通信事業法（昭和５９年

法律第８６号）第１２０条第１項に規定する

認定電気通信事業者が設ける架空の電線又は

電話線及び各戸引込地下埋設管 

 ⑷から⒀まで ＜省略＞  ⑷から⒀まで ＜省略＞ 

   附 則    附 則 

 （施行期日）  

１ ＜省略＞ １ ＜省略＞ 

 （瀬戸市道路占用料徴収条例の廃止）  
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２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

 （経過措置）  

３ ＜省略＞ ３ ＜省略＞ 

 （瀬戸市財産条例の一部改正）  

４ ＜省略＞ ４ ＜省略＞ 

（延滞金の割合の特例）  

５ 当分の間、第８条第１項に規定する延滞金の

年１４．５パーセントの割合及び年７．２５パ

ーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、

各年の延滞金特例基準割合（平均貸付割合（租

税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９

３条第２項に規定する平均貸付割合をいう。）

に年１パーセントの割合を加算した割合をいう 

。以下同じ。）が年７．２５パーセントの割合

に満たない場合には、その年中においては、年

１４．５パーセントの割合にあってはその年に

おける延滞金特例基準割合に年７．２５パーセ

ントの割合を加算した割合とし、年７．２５パ

ーセントの割合にあっては当該延滞金特例基準

割合に年１パーセントの割合を加算した割合（ 

当該加算した割合が年７．２５パーセントの割

合を超える場合には、年７．２５パーセントの

割合）とする。 

 

  

附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。ただし、第７条の改正

規定は、公布の日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例による改正後の瀬戸市道路占用料条例附則第５項の規定は、

この条例の施行の日以後の期間に対応する延滞金について適用し、同日

前の期間に対応する延滞金については、なお従前の例による。  
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（理 由） 

この案を提出するのは、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の一部

改正等に伴い、瀬戸市道路占用料条例中所要の事項を改正するため必要が

あるからである。  
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２年市長提出第７９号議案 

   市道路線の認定について  

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定に基づき、市

道の路線を次のように認定することについて、同条第２項の規定により、

議会の議決を求める。 

  令和２年９月１日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

路線番号 路 線 名 
起 点 

終 点 

０９１６７ 進陶４号線 
進陶町１０７番４地先 

進陶町１１６番１５地先 

０９１６８ 進陶５号線 
進陶町１１８番２地先 

進陶町１８２番６地先 

０９１６９ 進陶小金１号線 
進陶町１１６番５１地先 

小金町７７番１８地先 

１２５１６ 西米泉１１号線 
西米泉町１５７番６地先 

西米泉町１５７番２地先 

 



認定路線図 

 

進陶小金１号線 

凡 例 

起点   

終点  

 

進陶４号線 

進陶５号線 

２
８

 



認定路線図 

 

西米泉１１号線 

凡 例 

起点   

終点  

 

２
９
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２年市長提出第８０号議案 

   市道路線の変更について  

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定に基づき、

市道の路線を次のように変更することについて、同条第３項の規定により、

議会の議決を求める。 

  令和２年９月１日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

路線番号 路 線 名 
起 点  

終 点  

０９１２３ 宗林寺進陶線  

前 
小金町７２番７地先 

進陶町１４７番７地先 

後 
小金町７２番７地先 

進陶町１０９番１地先 

 



認定路線図（変更前）  

 

宗林寺進陶線 

凡 例 

起点   

終点  

 

３
１

 



認定路線図（変更後）  

 

宗林寺進陶線 

凡 例 

起点   

終点  

 

３
２
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２年市長提出第８１号議案  

瀬戸都市計画下水道事業受益者負担金条例の一部改正について  

瀬戸都市計画下水道事業受益者負担金条例の一部を改正する条例を次の

ように定めるものとする。  

令和２年９月１日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸都市計画下水道事業受益者負担金条例の一部を改正する条例  

瀬戸都市計画下水道事業受益者負担金条例（昭和５７年瀬戸市条例第３

５号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

瀬戸市下水道事業受益者負担金条例    瀬戸都市計画下水道事業受益者負担金条例 

   附 則    附 則 

 （延滞金の割合の特例）  （延滞金の割合の特例） 

２ 当分の間、第１２条に規定する延滞金の年１

４．５パーセントの割合及び年７．２５パーセ

ントの割合は、同条の規定にかかわらず、各年

の延滞金特例基準割合（平均貸付割合（租税特

別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条

第２項に規定する平均貸付割合をいう。）に年

１パーセントの割合を加算した割合をいう。以

下この項において同じ。）が年７．２５パーセ

ントの割合に満たない場合には、その年中にお

いては、年１４．５パーセントの割合にあって

はその年における延滞金特例基準割合に年７．

２５パーセントの割合を加算した割合とし、年

７．２５パーセントの割合にあっては当該延滞

金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算

した割合（当該加算した割合が年７．２５パー

２ 当分の間、第１２条に規定する延滞金の年１

４．５パーセントの割合及び年７．２５パーセ

ントの割合は、同条の規定にかかわらず、各年

の特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置

法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項

の規定により告示された割合に年１パーセント

の割合を加算した割合をいう。以下この項にお

いて同じ。）が年７．２５パーセントの割合に

満たない場合には、その年（以下この項におい

て「特例基準割合適用年」という。）中におい

ては、年１４．５パーセントの割合にあっては

当該特例基準割合適用年における特例基準割合

に年７．２５パーセントの割合を加算した割合

とし、年７．２５パーセントの割合にあっては

当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加
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セントの割合を超える場合には、年７．２５パ

ーセントの割合）とする。 

算した割合（当該加算した割合が年７．２５パ

ーセントの割合を超える場合には、年７．２５

パーセントの割合）とする。 
  

附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。ただし、題名の改正規

定は、公布の日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例による改正後の瀬戸市下水道事業受益者負担金条例附則第２

項の規定は、この条例の施行の日以後の期間に対応する延滞金について

適用し、同日前の期間に対応する延滞金については、なお従前の例によ

る。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の一部

改正等に伴い、瀬戸都市計画下水道事業受益者負担金条例中所要の事項を

改正するため必要があるからである。  

 

 

 


